
評価調査結果要約表 

1.案件の概要 

国名：パラオ共和国 案件名：廃棄物管理改善プロジェクト 

分野：環境管理 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：地球環境部環境管理グループ 協力金額：2.93 億円 

先方関係機関： 

資源開発省（MoRD:Ministry of Resources and 

Development）） 

コロール州政府（KSG:Koror State Government）

協力期間：3 年間 

2005 年 10 月～2008 年 10 月 

日本側協力機関：環境省 

1-1.協力の背景と概要 

パラオ国では近年の経済・社会の発展や生活様式の変化から様々な生活物資をアメリカやア

ジアの先進諸国からの輸入に依存しており、その量が急激に増えている。その結果、輸入品の

消費による廃棄物の排出量が増加するとともにその種類も多様化している。これまで廃棄物問

題に関しては、その重要性は認識されているものの、ほとんど対策が講じられないまま放置さ

れてきた。したがって、発生する廃棄物はほとんどすべてが埋立処分され、首都のあるコロー

ル州をはじめ各州のごみ埋立地は典型的なオープンタイプとなっており、周辺環境や公衆衛生

に悪影響を与えている。特に、中央政府が管理する M-DOCK 処分場（面積約 5ha）は数十年にわ

たって不適切な埋立管理が継続され、首都の市街地に隣接していることから周辺住民や商業施

設から多くの苦情が寄せられていると同時に、国家財源として重要な産業である観光にも悪影

響を与えている。さらに、新規埋立処分場の建設の目途が立っていないため当面は現処分場を

継続使用するほかないが、廃棄物の増加による将来の埋立容量の逼迫が懸念されている。この

ためパラオ国政府は、M-DOCK 処分場の埋立手法の改善を中心とする技術協力を我が国に対して

要請し、事前調査の結果、2005 年 5 月両国の間で実施に係る討議議事録 R/D を締結した。 

 パラオ国の廃棄物対策を講じるためのキャパシティが強化されることを目的に、同国資源開

発省及びコロール州をカウンターパート（C/P）機関として、「廃棄物管理改善プロジェクト」

を 2005 年 10 月より 3年間の予定で実施することとなった。 

1-2.協力内容 

パラオにおける国家廃棄物管理計画の策定等をとおして、中央政府およびコロール州のキャパ

シティが強化されることを目指す。 

（１）上位目標 

 廃棄物管理におけるコロール州の成功経験が継続され、パラオ国における他の州へ広がる 

（２）プロジェクト目標 

 中央政府及びコロール州政府の廃棄物管理のキャパシティが強化される 

（３）成果 



1) 廃棄物処分量を削減するための国家廃棄物管理計画（案）が策定される 

2) コロール州における環境や健康のリスクを抑制するために既存の廃棄物処分法が改善され

る 

3) パラオ国の廃棄物関連機関の関係者が訓練される 

（４）投入（評価時点） 

日本側（総投入額 2.93 億円）： 

専門家派遣  48.93MM（国内業務期間も含む）  

機材供与   110,167.09 ドル 

カウンターパート第三国研修   6 名 

（サモア：3名（1名は SPREP の予算）、フィリピン：3名）

相手国側： 

カウンターパート配置  13 名（終了時時評価時点：9名） 

土地・施設、Mドック処分場、ワークショップ会場、会議室等提供 

ローカルコスト負担  257,429 ドル 

2.評価調査団の概要 

調査者 総括/廃棄物政策：天野 史郎 JICA 国際協力専門員 

協力企画： 加納 大道 JICA 地球環境部 環境管理グループ 環境管理第一課 

評価分析：田中 里美 (株)シー・ディー・シー・インターナショナルコンサルタ

ント 

調査期間 2008 年 6 月 22 日〜2008 年 7 月 5 日 評価種類：終了時評価 

3.評価結果の概要 

3-1.実績の確認 

日本側、パラオ側の投入は、R/D 及び PDM に記載されている計画に従い、多少の遅れは生じた

ものの概ね計画通りに投入された。アウトプットの達成状況は、アウトプット 1 については、

国家廃棄物計画案が作成され、達成された。アウトプット 2については、Mドック処分場の改善、

マニュアルの作成とそれに関する研修が予定通り行われた。また、アウトプット 3については、

コロール州以外の州も対象としてワークショップの実施や環境教育教材の作成が予定通り嗚こ

なれたため、アウトプット１から３の指標はほぼ達成できた判断できる。 

 プロジェクト目標は、終了時評価時点でほぼ達成されている。キャパシティ向上目標項目に

関しては、社会・制度レベルで 79％、組織レベルで 74％、個人レベルで 87％の改善が見られる。

 上位目標の達成見込みについては、パラオ政府が廃棄物管理計画を適切に公布し、かつコロ

ール州政府が適切な廃棄物管理の運営を実施し、また、資源開発省が各州政府を支援し、国家

廃棄物管理計画（NSWMP: National Solid Waste Management Plan）を遵守するよう指示すれば、

3～5年以内に達成することが見込まれる。 

3-2.評価結果の要約 

(1)評価結果の要約 



1)妥当性 

本プロジェクトの妥当性は、以下の理由から高いと判断される。 

上位目標とプロジェクト目標は、現在もパラオの「国家開発計画 2020（1996）」、太平洋島嶼

国サミット（PALM）のイニシアティブに合致している。また、プロジェクトのアプローチは、

国家戦略の開発、処分場の改善工事及びキャパシティ向上の点でパラオの廃棄物管理のニーズ

に合致している。更に、「JICA 国別事業計画（2006）」でも環境は、援助重点分野の一つとされ

ている。 

2)有効性 

本プロジェクトの有効性は、以下の理由から概ね高いと判断される。 

・プロジェクト目標達成の見込み 

プロジェクト目標は、終了時評価時点でほぼ達成されている。キャパシティ向上目標項目に

関しては、社会・制度レベルで 79％、組織レベルで 74％、個人レベルで 87％の改善が見られる。

・アウトプットのプロジェクト目標への貢献度 

全てのアウトプットは、各々互換性を持ってプロジェクト目標に貢献している。例えば、ア

ウトプット１にて、国家廃棄物管理計画が策定されれば、それがパラオにおける廃棄物管理担

当者のキャパシティ向上に繋がることが想定される。 

3)効率性 

プロジェクトの効率性は、以下の理由から比較的高いと判断される。 

・投入 

＜日本側＞ 

プロジェクト目標をほぼ達成していることから、専門家の派遣に関しては、タイミング、期

間、数、質及び専門分野ともほぼ適切だったと判断できる。プロジェクトの達成から判断して、

アウトプットの達成に貢献し、パラオに専門家が不在の時には、パラオに滞在している他の分

野の専門家が、その専門家の活動をカバーしていた。 

＜パラオ側＞ 

カウンターパートの配置に関しては、タイミング及び技術レベルは、キャパシティ向上目標

項目の改善が見られることから、ほぼ適切であったと判断できる。アウトプット達成への貢献

は、比較的高かった。一方、全てのカウンターパートは、政府機関のフルタイムのスタッフで

あり、プロジェクト活動への参加は、制限されており常時参加できる状態ではなかった。予算

の執行は、財政難の影響で遅滞が生じた。 

4)インパクト 

・上位目標の達成の見込み 

パラオ政府が廃棄物管理計画を適切に公布し、かつコロール州政府が適切な廃棄物管理の運

営を実施し、また、資源開発省が各州政府を支援し、NSWMP を遵守するよう指示すれば、3～5

年以内に達成することが見込まれる。 

・正のインパクト：Ｍドック処分場周辺、廃棄物管理に関する政策・活動及び住民教育・啓



発活動において正のインパクトが観察された。 

・負のインパクト：特に観察されなかった。  

5)自立発展性 

以上に述べる適切な NSWMP の実施条件の下、プロジェクトの自立発展性は中庸だと判断でき

る。 

・政策・組織的側面 

①アイメリック州での新規処分場の建設計画がある。 

②KSG リサイクルプロジェクトの実施計画がある。 

③MoRD の廃棄物管理担当職員と KSG 職員が増員された。 

・財政的側面 

①MoRD における廃棄物管理のための別口座が開設された。 

②処分場運営基金が設置された。 

③リサイクルプログラム法が施行された。 

・技術的側面 

①Ｍドック処分場とガラロン州でのパイロットプロジェクトでの技術移転がなされた。 

②3R 活動、テクニカル・コミッティー（T/C: Technical Committee）及び環境教育・住民

啓発会議（PEEC: Public Education and Enhancement Committee）が継続される。 

・環境・社会的側面 

環境保護局（EQPB: Environmental Quality Protection Board）及び MoRD による環境モニ

タリングが継続される。 

3-3.効果発現に貢献した要因 

第三国研修、ステークホルダーの意識、MoRD と KSG のプロジェクトへの理解・支援。 

3-4.問題点及び問題を惹起した要因 

特になし。 

3-5.結論 

プロジェクトのおもな結論は、以下の通りである。 

・プロジェクトは、パラオの廃棄物管理の長期的な指針となる NSWMP 案を作成した。 

・コロール州のＭドック処分場が、準好気性埋立構造を導入することで改善された。Ｍドック

処分場の改善経験は、今後パラオにおける他州での新規処分場計画のモデルとして活用するこ

とができる。 

・プロジェクトにおける各活動や研修を通じ、カウンターパートのキャパシティは向上した。

なお、キャパシティ向上目標項目は、個人レベル、組織レベル及び制度・社会レベルについて

その目標が達成されている。 

プロジェクトは、比較的順調に進捗してきており、プロジェクト目標は、概ね達成されている。

また、5項目評価としても比較的高い評価ということができ、パラオ側プロジェクト関係者の継

続的な努力があれば、自立発展性も十分見込まれる。したがって、本プロジェクトは、計画さ



れていたプロジェクト期間（2008 年 10 月 5 日）をもって協力を終了する。 

3-6.提言 

・T/C 及び PEEC の継続的な実施 

・NSWMP の確実な実施 

・国、コロール州における廃棄物管理にかかる必要予算の確保 

・コロール州における Mドック処分場に代わる新規処分場の早急な計画立案 

・廃棄物管理に係る定期的なワークショップの実施及び MoRD と KSG によるプロジェクトの経験

の他州への波及 

3-7.教訓 

小規模島嶼地域における廃棄物管理においては、住民教育啓発活動が成功の鍵となる。その

一つとして、オープンダンプの改善が、人々の廃棄物管理に対する取り組みを変化させること

ができると言える。 

 


